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個別情報収集の事務実施要領



凡例

本事務実施要領において使用している略称及び略語の意義は、次のとおりである。

局・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・..国税局又は沖縄国税事務所

署・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．•税務署

課税総括課等・・・・・・・・・・・・国税局課税（第一）部課税総括課又は沖縄国税事務所課税総括課並びに

国税局課税第一部統括国税実査官（情報担当）

主管課・・・・・・・・・・・・・・・・・ •各事務系統が所掌する事務の指導・監督等を行う局個人課税課、資産課

税課、法人課税課、消費税課及び酒税課（沖縄国税事務所においては間

税課）

資料調壺課等・・・・・・・・・・・ •国税局課税（第一）部資料調査（第一・第二•第三・第四）課及び統括

国税実査官（重要事案担当）並びに課税第二部資料調査（第一・第ニ・

第二）課又は沖縄国税事務所資料調査課

総合調査部門・・・・・・・・・・・ •総合調査担当特別国税調査官及び付職員

開発調査特官・・・・・・・・・・• •開発調査担当特別国税調査官

開発調査部門・・・・・・・・・・・ •開発調査担当特別国税調査官及び付職員

署調査部門・・・・・・・・・・..税務署において調査事務を所掌する部門又は担当

署長・・・・・・・・・・・・・・・・・・..税務署長

特官・・・・・・・・・・・・・・・・・・..署特別国税調森官

統括官・・・・・・・・・・・・・・・・・ •署統括国税調査官

第一統括官・・・・・・・・・・...•個人課税、資産課税、法人課税の第一部門の統括国税調査官（同統括国

税調査官が設置されていない署にあってはこれに相当する統括国税調査

官）

事案所轄署・・・・・・・・・・・・• •個別「青報収集の対象となる事案を所轄する税務署

広域運営中心署..・・・・・・• •平成 3 年 6 月 14 日付官総 3 -15ほか8課共同「税務署間における各税事

務の広域運営の実施に当たり特に留意すべき事項について」（事務運営指

針）に定める広域運営中心署

広域運営対象署・・・・・・・・・・同上通達に定める広域運営対象署

広域ブロック・・・・・・・・・・・ •同上通達に定める広域ブロック

関係部門・・・・・・・・・・・・・・• •署個人課税部門、署資産課税部門、署法人課税部門

個別管理事案・・・・・・・・・・・・課税上の問題が伏在すると想定されるが、直ちに調査を実施するまでに

は至らない事案のうち、特に注視する必要があると認められる事案を個

別に管理し、調査に向けだ情報の付加、分析・検討を行う事案
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1 目的

調査の必要性が高いものの資料情報等の不足により調査に至っていない事案につ

いては、調査に向けて個別に資料情報の収集・蓄積等を行う必要があり、調査事務

を充実させる観点から、原則として、課税総括課等の指示に基づき、資料調査課等

から返戻された事案等の個別管理事案に係る情報収集（以下「個別情報収集」とい

う。）を実施することとし、個別情報収集を適正かつ円滑に実施するために、具体的

な実施手続を定めたものである。

2 基本方針

個別情報収集を行う部署（以下「個別情報収集担当」という。）は、資料調査課等

から署へ返戻された事案であって、署調査部門では個別の情報収集及び蓄積等が困

難と認められる事案について、課税総括課等の指示（東京局及び大阪局においては、

統括国税実査官（資料情報担当）と事前に調整を行う。（以下同じ））を受けて、個

別管理事案として調査に向けた深度ある情報収集等を行う。

なお、課税総括課等の指示を受けた事案以外でも、署において個別情報収集を行

うべき事案がある場合には、署の実情を踏まえ、課税総括課等と協議の上、個別情

報収集を行うこととして差し支えない。

3 運営体制

個別管理事案に係る個別情報収集は、原則として、開発調査部門が行う。

4 指揮命令

署における個別情報収集担当に対する総括的な指揮・命令は、個別情報収集担当

配慨署の署長が行うが、各個別管理事案に係る指揮・命令は、事案所轄署の署長が

行う。

また、個別情報収集の指導・監督は、課税総括課等が行う。

5 署個別管理事案に係る個別情報収集

(1) 個別情報収集を行う事案

個別情報収集担当は、次の事案について、個別情報収集を行う。

イ 課税総括課等の指示に基づく事案

資料調査課等から署へ返戻される事案などで、課税上の問題が伏在すると想

定されるが直ちに調査を実施するまでには至らない事案のうち、特に注視する

必要があると認められる事案を個別に管理し、調査に向けた情報の付加、分
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析・検討を要する事案について、課税総括課等から個別情報収集担当に対して、

個別情報収集を行うよう指示があった事案

ロ 上記以外の事案

調査の必要性が高いものの、資料情報等の不足により調査選定に至らない、

又は特定の納税者のみの調査に止まってしまうなど深度ある調査が期待でき

ないことが懸念される事案などについて、課税総括課等、主管課及び事案所轄

署と協議の上、課税総括課等が個別情報収集をすべきと判断した事案

(2) 個別管理事案名簿の作成等

イ 個別管理事案名簿（署管理）の作成等

個別情報収集担当は、個別情報収集を行う事案について「個別管理事案名簿

（署管理）」（様式 1) を作成し、個別情報収集担当設置署の署長の決裁を受け

た後、その写しを課税総括課等及び事案所轄署の署長に送付する。

ロ 事案所轄署の処理

「個別管理事案名簿」の送付を受けた事案所轄署の署長は、関係部門の第一

統括官を通じて、該当事案に係る個人調査ファイル又は法人税歴表等に「個別

情報収集担当管理」と表示した上で、適切に管理させる。

また、関係部門の第一統括官は、当該名簿に登載された事案に係る申告書等

が提出された場合及び重要資料、資金等に関する資料及び部外情報等の情報を

新たに把握した場合には、速やかに個別情報収集担当へ写しを送付する。

(3) 個別情報収集の実施

個別情報収集担当は、個別管理事案に関して、必要に応じて他の開発調査部門

等と連携し、実地調査に向けた資料情報の収集・蓄積・検討を行う。

また、個別管理事案について、課税資料やマスコミ等の各種情報などを用いて

多角的な分析を継続して行う。

(4) 個別情報収集の結果の報告

個別情報収集担当は、個別管理事案の分析・情報の集積の結果等により、実地

調査に着手することが可能と判断した場合、又は調査の必要性が低いと判断した

場合には、当該情報の内容等を記載した「個別情報収集報告書」（様式 2) を作

成し、個別情報収集担当設置署の署長の決裁を受ける。

署長の決裁を了した「個別情報収集報告書」は、収集した情報と併せて課税総

括課等へ送付するとともに、「個別管理事案名簿（署管理）」の処理欄にその旨を

記載する。

なお、「個別管理事案名簿（署管理）」は、事後の分析に活用するため、適切に

保管する。
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(5) 個別管理事案の指定の解除

イ 指定の解除

課税総括課等は、上記(4)の「個別情報収集報告書」を検討し、当該個別管理

事案が、実地調査に着手することが可能、又は調査の必要性が低い、若しくは

その他状況の変化等により、個別情報収集担当で管理を行う必要がないと判断

した場合には、個別情報収集担当へその旨を連絡する。

課税総括課等から検討結果の連絡を受けた個別情報収集担当は、課税総括課

等の検討結果を設置署の署長に報告し、指定の解除を行う。

ロ 指定の解除の通知

個別情報収集担当は、指定の解除を行った場合は、「個別管理事案名簿（署

管理）」の参考欄に「管理事案解除」と記載し、その写しを課税総括課等及び

事案所轄署の署長へ送付するとともに、当該事案に係る情報については事案所

轄署へ引き継ぐ。

ハ 事案所轄署の処理

個別情報収集担当から管理の解除の通知を受けた事案所轄署の署長は、関係

部門の第一統括官に指示して、該当事案に係る個人調査ファイル又は法人税歴

表等に解除の表示を行う。

6 局個別管理事案に係る個別情報収集

(1) 個別情報収集の指示

課税総括課等は、必要に応じて課税総括課等で管理している個別管理事案（以

下「局個別管理事案」という。）について、資金等に関する資料などの情報収集を

個別情報収集担当に指示することができる。

(2) 個別管理事案名簿の作成等

個別情報収集担当は、課税総括課等から個別情報収集の指示を受けた場合、「個

別管理事案名簿（局管理）」（様式 1) を作成し、個別情報収集担当設置署の署長

の決裁を受けた後、その写しを課税総括課等に送付する。

(3) 個別情報収集の実施

個別情報収集担当は、課税総括課等から指示があった事案について、速やかに

情報の収集を行う。

(4) 個別情報収集の結果の報告

個別侑報収集担当は、局個別管理事案に係る個別情報収集の状況を定期的に課

税総括課等へ連絡する。

個別情報収集担当は、課税総括課等から指示を受けた個別情報収集が終了した
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場合には、当該情報の内容等を記載した「個別情報収集報告書」を作成し、個別

情報収集担当設置署の署長の決裁を受ける。

署長の決裁を了した「個別情報収集報告書」は、収集した情報と併せて課税総

括課等へ送付するとともに、「個別管理事案名簿（局管理）」の処理欄にその旨を

記載する。

なお、「個別管理事案名簿（署管理）」は、事後の分析に活用するため、適切に

保管する。

(5) 個別管理事案に係る管理の解除

課税総括課等は、局個別管理事案について、十分な情報収集が達成できたなど

の理由から個別情報収集を終了させる場合には、個別情報収集担当に対して管理

の解除を連絡する。

管理の解除の連絡を受けた個別情報収集担当は、課税総括課等の連絡内容を設

置署の署長に報告し、「個別管理事案名簿（局管理）」の処理欄に解除の表示を行

゜
ぶ
ノ

7 実地訓査に向けた取組

課税総括課等及び実地調査の実施部署は、個別情報収集担当が収集・蓄積した情

報が実地調査に確実に繋がるよう、個別情報収集が終了した事案の実地調査に向け

た取組の実施に当たって、以下の事項に留意する。

(1) 課税総括課等

課税総括課等は、主管課及び個別情報収集担当と協議し、個別情報収集担当か

ら提出された「個別情報収集報告書」及び収集した情報等に基づいて事案の内容

を検討した結果、実地調査に着手すべきと判断した場合には、事案の規模や内容

に応じ、調査担当部署（資料調査課等、総合調査部門、署調査部門）や人員配置

などの調査体制、調査時期及び調査方法等を検討し、検討結果を関係部署へ連絡

する。

署調査部門において実地調査をすべきと判断された事案について、課税総括課

等又は主管課は、検討の内容を事案所轄署の署長に連絡し、実地調査に向けた取

組を指示する。

なお、個別情報収集において、情報が不足していると認められる場合には、個

別情報収集担当に追加の個別情報収集の指示を行う。

(2) 実地調査の実施部署

課税総括課等又は主管課から調査に向けた取組の指示を受けた事案所轄署の

署長は、特官又は担当統括官（以下「実施部署」という。）に対して、当該事案
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を実地調査事案として選定し準備調査等に着手するよう指示を行う。

実地調査の実施部署は、実地調査に着手する前に、個別情報収集担当に出席を

要請して着手検討会を開催するなどし、調査内容や役割分担等について各担当者

の認識を共有させるとともに、収集した情報に関して活用方法等を十分に検討す

る。

8 個別情報収集の分析・評価

(1) 調査事績の連絡

課税総括課等は、個別管理事案の実地調査終了後、実地調査の実施部署から調

査決議書等の写しを送付させるなどして調査事績を集約して「個別管理事案事績

表」（様式 3) を作成し、個別情報収集担当へ連絡する。

(2) 個別情報収集の分析・評価

課税総括課等及び個別情報収集担当は、個別情報収集の内容及び調査事績につ

いて、継続的に分析・検討を行い、じ後における個別情報収集及び有効な調査手

法の開発に努め、個別情報収集の分析・評価を行う。

9 局及び庁への報告

個別情報収集担当又は課税総括課等は、次に掲げる「個別情報収集担当に関する

報告書一覧表」に定める報告書を各期限までに局若しくは庁課税総括課へ提出する。

【個別情報収集担当に関する報告書一覧表】

報告期限 報告期限 様式
報岩書の名称 報告対象期間

（署→局） （局→庁） 番号

個別情報収集報告書
7月～ 12月 翌年 1月末日 --------様式 2

1月～6月 7月末日 ------
個別管理事案事績表

7月～ 12月 -------翌年 2月末日 様式 3

1月～6月 ------- 8月末日
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個別管理事案名簿（署管理・局管理）

起案
署長 担当者

決裁

税務署

¥ 項H,___________ = ご 地

（ ）署 部門 （ ）署 部門 （ ）署 部門 （ ）署 部門 （ ）署 部門 （ ）署 部門

税 目

同族グループ番号

代 表 者 名

住 所

（業種番号） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） 

業 種

千円 千円 千円 千円 千円 千円

収 入 ／ ／ ／ ／ ／ ／ 

売 上 （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） 

所得（特前） ／ ／ ／ ／ ／ ／ 

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） 

／ ／ ／ ／ ／ ／ 

（売上階級） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） 

設立・開業年月日

青 白 区 分 青 白 青 白 青 白 青 白 青 白 青 白

資 料 情 報 有・無 投書・重要・その他 有・無 投書・重要・その他 有・無 投書・重要・その他 有・無 投書・重要・その他 有・無 投書・重要・その他 有・無 投書・重要・その他

税 理 土 （ 署） （ 署） （ 署） （ 署） （ 署） （ 署）

過去の調査事績

備 考

〔参考〕

選 定 理 由

処理
平成年月日

稼働日数 人日
（局へ報告、解除）

【基幹】 【関連】

溢
洪
1



個別情報収集報告書

起 案 ． 署長 担当者

決 裁 ． ． 

基幹事案
税目 選定理由

所轄署

（整理番号） （ ） 

対象者名
所在地

基 代表者名
代表者

（ オ）
住所

幹 （業種番号） （ ） 
関与

（ 署）
事 業種目 税理士

案
担当部門

過去の
期調査事績

（内不正 ） 

事業概況

情
報
の
内

容

【分析・検討内容】

検

討 【抽出された問題点】

内

容

等
【想定される不正取引形態】

所皓署 整理番号 対象者名 所在地 担当部門

関
連
事
案

従事日数
特 官 日

付職員 日

受付日 年 月 日 ［検討内容〕

局 局担当者
販平

理 年月 日
欄 処理顛末 ［ 調査指示］ 

再個別情報収集



個 別 管 理 事 案 事 績 表

調査着手日

（所轄署） 処理区分 所 得 税 法 人 税 （ ） 税 消費税 源泉所得税 他（ ） 

対 象 者 名 修正提出日 調査日数 増差所得 追徴本税額 増差所得 追徴本税額 増差所得 追徴本税額 処理 追徴本税額 追徴本税額 追徴本税額

〔担当部署〕 処理年数
左のうち 内、重加算税 左のうち 内、重加算税 左のうち 内、重加算税

年数
内、重加算税 内、重加算税 内、重加算税

不正所得 加算税 不正所得 加算税 不正所得 加算税 加算税 加算税 加算税

（ ） 更・修・是 日 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円
基

幹
〔 〕

（ ） 更・修・是

〔 〕

（ ） 更・修・是

〔 〕

関 （ ） 更・修・是

〔 〕

（ ） 更・修・是

連 l 〔 〕

（ ） 更・修・是

［ 〕

（ ） 更・修・是

〔 〕

／ 0.0 0.0 0.0 ／ 0.0 0.0 0.0 

＾ こ

計 0.0 0.0 0.0 
0.0 

0.0 0.0 
0.0 

0.0 0.0 
0.0 0.0 0.0 0.0 

゜ 0.0 0.0 0.0 ゜ 0.0 0.0 0.0 

荼
洪
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